




























































































































































































家庭弓１取り ５ 6３ 20歳～２４歳’７ 1２
措置変更’２７ 25歳～２９歳’３ ２ ５























































































視力障害悪 てんかん 拘縮諸部位 脱臼股関節側蜜症脳腫瘍後遺症 （5.8）４溺水後遺症
男 ９ ２ ６ ２３ ２
計 （100）6９













































































































男Ｉ２ ７ 2５ ６











































































































































































































































男 ４ ９ 3４ ２ ４ ０ ３ 0 ３５ ５
女 ４ ２９ 0 2７ ３ ８ ２ ０２
計 ４ ３８ 6１ ６ 2９ 2２ ７ ２
(一部 ダブルチェックあり）
訓練の他に，首のすわらない患児や重度身体障
害児（者）には各をにあったリラックス型訓練
椅子を，首の坐った者には直角位の訓練椅子や
車椅子を，散歩を兼ねてバギー車等を使用して
いる。坐位姿勢をとりやすいように軟性ポリ補
助具を使用している恵児もある。立位訓練につ
いては，首の坐らない者にはティルトテーブル
（傾斜ベット）やスタピライザーを主とし，側
轡症をjZkとめる患児にも矯正用にスタピライザ
ーを使用している。坐位可能な者や，上半身ま
たは下半身が安定してきた者にはスタビライザ
ーの他に，スタンディングテーブル（スタンデ
ィングボックス）を用いている。
１年前より，神経生理学的アプローチとし
て，アメリカの脳神経外科医TempleFayが考
え出したクローニングパターン（理学療法士の
Ｄｏｍａｎが継承し，現在ではドーマン法として
知られている）を行っている。これは，幼少で
変形・拘縮の少ない患児と理解力のある脳性麻
溥者若干名を対象に実施している。３人または
５人の介助で頭部の左右回転と同時に上肢と下
肢の屈曲・伸展を繰り返す方法である。
この10年間で，どんな重度の障害があって
も，重障児一人ひとりに適したやり方で，器械
器具（補助具）を利用した坐位・起立訓練を行
うようになってきた。その上に，比較的年少の
者と理解力のある重障児に神経生理学的アプロ
ーチを加味している。
訓練椅子または車椅子による坐位保持での食
事訓練はほぼ軌道に乗り，約60％の患児にリハ
ビリテーションの一環として実施されている。
（３）教育的働きかけ
すでに指摘したように，重障児施設において
教育的働きかけを組織的，体系的に進めてゆく
にはあまりに条件が整備されていない。しかし
長い療育経験を通して，専門性をこえた形で全
職員による積極的な働きかけがなされれば，着
実に重障児の発達を促進させうるという事実が
生承出されてきている。Ｉ病院における，主に
教育的立場からの療育内容を図１に示した。
重障児教育の基本的問題
これまで「重症心身障害」の実態とその療育
について，ひとつの国立療養所重障児病棟の例
をあげながら概観してきた。重障児に承られる
その障害の重さは，少なくとも既存の教育観，
発達観をもとにしている限りでは，「学校教育
の対象」たりうることを困難にしている。直裁
に言って，そのような見方は，教育関係者にま
だ相当根強<残っているようである。＝全員就
学二という制度はよしとしても，実際に重障児
を目の当りにしてその教育とは何か，を思うと
き，教育の専門家であるだけに，消極的，否定
的な方向へと考えがむくのは，むしろ当然かも
しれない。
他方，これまでの重障児療育の経験は，障害
児医療の充実を条件として，日常的な教育的働
きかけをすることによって重障児が変化し，発
達するという事実を明らかにしてきた。もちろ
ん，この「教育的働きかけ」が，たとえば家庭
において親が子供にすると同様な水準のもので
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図１療育援助内容の実際 (主に教育的立場から）
あり，それがはたして学校教育の内容になりう
るか，という見解がないわけではない。しかし
重要なことは，重障児の教育を考えるとき，ま
さに=その程度の水準のこと=を学校教育の内
容として取り込むべく決断をすることであり，
=その程度の水準のこと＝を体系的に教授しう
るような科学的検討を進めてゆくことである。
昭和54年度養護学校義務制の実施によって教
員が何らかの形で重障児に関ることになるとい
う点は，重障児療育の立場から承ると，療育に
おいて最も弱い側面，条件の整っていなかった
側面であった「教育」領域に人材が補完される
ということを意味し，これによってより充実し
た重障児療育の展開が期待されるのである。
義務制施行期日を目前にして，なお解決しな
ければならない問題は枚挙にいと主ない。とり
わけ重要なのは，教育の内容，方法であろう。
その課題に対応するためにも，われわれは今
後，これまでの重障児療育の経験を体系的にと
らえなおし，それを基盤にしたがら，予後と将
来を見通すことができる発達診断や教育の内容
・方法について検討していかなければならな
い。
この点については，具体的な試承や事例報告
とあわせ，稿をあらためて考察することにした
い。
文献
糸賀一雄1968,福祉の思想，日本放送出版協会
石川克巳1978,脳障害治療訓練におけるドーマン療
法の現状一同博士の人間能力開発研究所を訪ね
て＿日本医事新報，Ｍし２８３３，４３－４６
大友順治1978,重症心身障害児（者）の社会復帰一
退所児（者）の実態を中心に－，第８回北信越医
療社会事業大会研究会発表報告書
